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第１章 食品―競争戦略の構築を― 

 

齋藤 勝宏 

杉本 義行 

 

はじめに 

農林水産省が東京および海外主要都市で行った食料品の小売価格に関する調査結果によ

ると、1998 年の食料品総合価格は東京を 100 とする指数でニューヨークが 73、ロンドンが

78、パリが 77 であり、我が国の食料品価格は海外各都市と比べ２～３割程度割高となって

いる。なぜ、我が国の食料品価格は割高なのだろうか。本章では、食料品価格の内外価格

差の確認と内外価格差が生ずる原因、および内外価格差を解消するにはどうしたら良いか

その対応策について検討する。 

 

１．食品産業の特徴   

（１）最終食料消費支出からみた飲食費の流れ 

我々が日々口にする食料品は、直接生鮮品を食べる場合はもちろん、加工食品の形であ

れレストランなどで食するものであれ、それらの原材料は農水産物である。まず始めに、

1995 年の産業連関表を用いて、最終消費から見た飲食費のフローについて確認しておこう

（図 1-1）。 

飲食費の最終消費額は図の右端に示されているように 80.4 兆円であり、同年の国内生

産額 489.8 兆円の 16.4％を占める。その内訳は生鮮食品が 16 兆円（20％）、加工食品が 40.5

兆円（50％）、外食が 23.7 兆円（30％）である1。この図を左へ辿れば飲食費支出が食品お

よび農業関連産業のどの部門へ最終的に支払われたかを知ることができる。図 1-1 中の楕

円で囲まれた数値は、付随する流通経費（商業経費と運賃で外数）であり、全体で 27 兆円、

最終消費の実に 34％にも達していることが分かる。 

従って、最終消費に供する食品の内外価格差を考察する際には、農業部門や食品製造部

門だけではなく流通部門にも注意することが必要であることがわかる。 

 

（２）食品産業の現状と企業行動上の特徴 

①食品産業は１割産業 
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 食品産業は、生産額においても就業者数においても製造業のほぼ１割を占める大きな部

門である。1995 年の食品産業の出荷額は約 32 兆円であり、電気機械機器、輸送機械器具

製造業に次いで製造業中第３位であり 10％を占める。また、従業者数は 128 万人で 12％の

シェアを占めている。食品産業の中での出荷額上位３業種は畜産食料品（15.5％）、酒類

（14.1％）、パン・菓子類（13.9％）、従業員規模ではパン・菓子類（22.5％）、水産食料品

（16.6％）、畜産食料品（10.9％）の順である。  

 

②食品産業の地域密着性 

 また、食品産業は地域密着性がある。これは、食品の必需性や生鮮性という特質に加え、

食習慣の地域性とによってもたらされるものであり、地域レベルでの雇用創出、女性雇用

の創出などの効果を持っている。 

 

③材料費の比率の高さ 

 中間投入割合が高く、付加価値率は低い（表 1-2）。したがって、原材料の価格変動の影

響を受けやすい。 

 

④二極集中性 

 1994 年のデータによると、食品産業では上位３社によって約６割の生産が行われる一方

で、従業員 19 人以下の零細企業のシェアが 86％を占める二極集中性がみられる。食品産

業の二極集中性を端的に示すのがナショナルブランドとローカルブランドの併存であり、

清酒やみそなどの伝統的食品産業だけではなく、ハム・ソーセージ、チーズなど非伝統的

食品産業にも同様の傾向がある。ナショナルブランドの成立と流通における大手スーパー

など量販店のシェアの拡大にもかかわらず、多くのローカルブランドが存在している。 

 

⑤他産業との結びつき 

 食料品は最終的には家計によって消費されるが、産業の生産物ということになると家庭

用、業務用、輸出用に分けて考えることができる。産業連関表によると、家庭用が約７割、

飲食店が１割強という出荷構成となっている。食品産業の生産物は当該内部での原材料と

して投入されることはあっても他の製造業の原材料として使用されることは少なく、食料

品産業の経済的変化が他の製造業に大きな影響を与えることは少ないと考えて差し支えな
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い。食料品生産に必要な中間投入は、資本財などの投入を除けば、農水産業や食品産業内

部から行われ、他の製造業のように原材料の多くを他産業に依存してはいない。これは、

食品産業が効率化したとしても、財やサービスの産業間取引を媒介にした効果が他の製造

業に波及しにくい構造となっていることを示している。但し、近年のエンゲル係数が約

26％であることを考慮すると、当該産業の効率化は間違いなく一国の厚生水準にプラスの

影響を及ぼす。低所得階層ほどエンゲル係数が高い傾向にあるので、食品産業の効率化は

所得分配上も好ましい効果をもたらす。 

 

⑥広告費への支出 

 食料品の機能は人間の生命を維持することが基本であり、その需要が人間の消化能力と

いう生理的要因によって制約されるという宿命を持つ。需要面の制約は一方では寡占化に

結びつくこともあるが、他方では食品相互間の高い代替性とあいまって新製品開発、製品

差別化や広告などによる競争を生み出す。家庭用と業務用では家庭用仕向けの割合が圧倒

的に高いため企業の販売戦略としては広告への支出が重要となる（図 1-3）。食料品に対す

る嗜好は、歴史的・民族的に形成されてきており、各国で共通する面もあれば独自なもの

もある。この点で、国民の食に対する嗜好特性が、食料品の需要パターンを媒介にして加

工食品のバラエティを形成するという側面を持つ。 

 

⑦少量多品種の商品生産（製品差別化） 

 食品産業の経済全体に占める比重は大きいが、食料品産業内部での状況は複雑である。

人間の様々な嗜好を反映して生産されるので、食料品の種類が多く、同一種類の食品でも

僅かな品質の違いによって差別化されている。また、全国各地で多品種の食品が製造され

ており、他の製造業と比べ加工が簡単である商品が多く（従って、新製品を開発するため

のコストがそれほどかからない）、多数の中小企業によって生産されている（図 1-4）。一

方で、大企業によって大量に生産されている商品もあり、商品によっては大企業と中小零

細企業が併存している（二極集中性）（表 1-5）。 

 

⑧川上産業の保護政策と食品産業 

 我が国の農水産物はこれまで様々な市場介入によって保護されてきており、これらを原

材料として投入する食料品の価格は、国際価格に対して割高となっている。つまり、食料
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品では原材料である農産物の保護政策が製品の価格上昇圧力となっているのである。 

ウルグアイ・ラウンド農業合意によって、コメを除いてすべての農産物の国境措置が関

税相当量に置き換えられ（関税化2）、国別譲許表に示された率で削減されることになった。

関税化の特例措置とされていたコメも 1999 年に関税化された。形式的には漸進的に農産物

の保護水準は削減されていくことになるが、当初設定した関税相当量の水準が非常に高く

禁止的な水準となっているため、二次税率を支払ってまで輸入しようというインセンティ

ブはほとんどない。 

ここでは、農産物に対する国境措置が食品産業にとっては足枷となっていることを数値

的に明らかにしておこう。通常の貿易論のテキストでは、最終財だけが貿易されるという

想定のもとで、最終財としての輸入財に関税が賦課された場合、あるいは輸出財に補助金

が給付された場合の諸効果について分析されていることが多い。もし輸入財に関税が賦課

され輸入最終財の国内価格が高まれば、その産業に向けて生産要素が移動し生産水準が高

まることになる。ところが、現実には貿易される財は最終財だけではなく原材料としての

中間財も広く含まれているため、最終財だけが貿易されている場合のように単純に「保護」

が当該産業の生産水準を増加させるとは言えない。仮に食品産業の生産物に関税が賦課さ

れていたとしても、その原材料である農産物に対しても関税が賦課されていれば、関税に

よる保護の効果は減殺されることを考えればよい。つまり、輸入中間財が存在する場合に

は、輸入最終財に対する名目関税率がそのまま当該産業の保護水準を表すとは言えないの

である。 

保護の究極の目的は、保護の対象となる産業の付加価値を高めることであるから、実質

的な保護率は、国境措置によって増加する付加価値の割合で評価することができる。この

指標を有効保護率と呼ぶ。表 1-6 は、産業連関表が利用可能な最新年である 1995 年時点の

有効保護率を求めたものである。表の「名目保護率」は、産業連関表から計算される平均

的関税率である。これは、徴収された関税と輸入商品税の輸入額に対する割合として定義

されたものである。従って、輸入数量制限などの非関税障壁はカウントされていない。そ

こで、食品産業の原材料である農産物については、内外価格差からインプリシットな関税

率を求めた。これらの値は、名目関税率の列に括弧付きの数値で表してある3。第２列は連

関表から推計された関税率を用いて推計した有効保護率、第３列は農業部門の関税率をイ

ンプリシットタリフで置き換えた場合の有効保護率であり、より実態を反映したものとみ

なすことができる。この推計結果から、食品産業の有効保護率はマイナス、つまり原材料
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である農産物の関税・非関税障壁により、実質的に課税されていることを示している。な

お、有効保護率を推計する際には、①関税賦課により技術的投入係数は変化しない（中間

投入財の間の代替は生じない）、②輸入財の国際価格は一定（小国開放体系）、③貿易財に

対する課税によって非貿易財価格は影響を受けない、という大胆な前提条件を想定してい

るので、結果の解釈には留意する必要がある。 

 

⑨食品産業に対する政策 

 食品産業政策としては、国内農業を保護する立場から食品産業に対してその原料調達な

どを規制するというような施策4が多く、食品産業自体を対象とする政策には中小企業近代

化促進政策が存在した。 

中小企業近代化促進法では、その対象として近代化を図ることが産業構造の高度化また

は産業の国際競争力の強化を促進し、国民経済の健全な発展、国民生活の安定または向上

に資するような業種を指定し選択的な政策を意図している。施行初年度（1963 年度）には、

食品関連産業では清酒製造業、缶詰・瓶詰製造業など全体で20 業種が指定されたが、その

後も緊急度が高いものから順次追加指定されたり、目的を達成した業種などについては削

除されたりしてきた。近年では、清酒、しょうちゅう乙類、みりん、果実酒、しょうゆ、

小麦粉、米穀卸売、酒類卸売・小売など、一部を除いておよそ直接的には国際競争にさら

されていない伝統的食品を製造する業種が指定されていたが、1999 年に廃案となっている。 

 近促法に対する批判として、縮小すべき産業であっても、近代化と称して設備の新設、

整備などが図られており、近代化を促進するどころか、別の新たな差別を作り出し、資源

の効率配分からは遠ざかる機能を果たしかねないという点や、設備近代化やカルテルの結

成はかえって健全な競争を抑制するばかりか、場合によっては非効率な企業の存続を許し

ておくものであるといった点が指摘されている5。 

 

２．食料品の内外価格差の確認 

内外価格差調査にはさまざまな調査結果が存在する6。これらの調査を子細に見ると、同

一品目でも調査主体によって多少のばらつきはあるものの、我が国の食料品が諸外国と比

べて割高であることは確かである。図 1-7 は、海外主要都市における食料品価格について

東京を 100 とする指数で表したものである。1998 年の食料品総合価格は東京を 100 とする

とニューヨークで 73、ロンドンで 78、パリで 77 となっており、日本の食料品価格が諸外
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国と比べて２～３割ほど割高であることがわかる。なお、内外価格差は為替レートに依存

するため、比較年次で内外価格差は異なるが、日本の食料品価格が割高である事実は疑う

べくもない。 

 食料品価格の国際比較に当たっては、国ごとに品質・規格が厳密には一致しない場合が

多く、個別品目の厳密な比較は難しい。また、食習慣の違い、消費量、販売形態の違いに

よる価格差への影響も少なくない。この点を、図 1-7 の「東京における食生活を海外主要

都市で行うと仮定した場合の価格水準」で確認しておこう。いずれの都市でも内外価格差

が縮小し、ロンドンやパリではむしろ海外の方が割高となる。これは、もち、豆腐、納豆、

みそ、しょうゆ、梅干しなどの日本の伝統的食品が海外で割高であることを反映した結果

である。 

 

３．内外価格差の発生要因 

（１）アンケートにみる内外価格差の発生要因 

表 1-8-1 は食料品の製造業、卸売業及び小売業を対象に内外価格差の発生要因について

調査したアンケートを集計したものである。この表によると、「国土の制約、地価、人件費、

エネルギー・コストなどの基礎的条件の差異」への回答が 88％と最も高くなっている。ま

た、流通システムの効率性、流通経費、消費者の嗜好・購買行動などの需要特性などへの

回答割合も約 50％となっており、半数以上の回答者が、内外価格差の発生要因が生産から

最終消費に至るまで広範囲にわたっていると認識していることが分かる。なお、アンケー

トの対象に食料品の製造業が含まれるため、原材料の調達価格がその要因としてアンケー

トの選択肢に直接含まれるべきであろうが、国土の制約、地価、人件費、エネルギー・コ

ストなどの「基礎的条件の差異」に間接的に含まれると考えても差し支えないだろう。 

このアンケートでは、消費者の嗜好や需要特性が内外価格差の発生要因となっていると

答えた回答者に対し、その需要特性は何かを尋ねている（表 1-8-2）。消費者が食料品の鮮

度・品質に注意を払うのは当然であり、消費者の志向として「高品質・美味・高鮮度志向」

への回答率が最も高いのは自然である。このような消費者の需要特性に対応するため、加

工業、流通業では高鮮度、高品質志向への対応が過度となっているケースもあり、多頻度

小口配送や過剰包装に要するコストも食料品の内外価格差に影響を及ぼしている。また、

「少量・多種類の消費特性」、「新製品や珍しいものへの移り気（商品のライフサイクルの

短さ）」を指摘する割合が高い。また、購買行動については、米国は郊外の大型スーパーで
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のまとめ買いが多いのに対し、多頻度・少量最寄り買いが多い。 

 

（２）生鮮食料品 

 稲作の場合を例に挙げると、山地が国土の約７割を占める急峻な地勢で平坦な土地がき

わめて少なく農地としての土地資源が希少な我が国では、稲作経営規模の零細性に加え、

高い地代水準が生産コストを引き上げているため、比較優位はない。日米の生産費格差を

データに基づき確認しよう（表 1-9）。全国平均で見ても大規模稲作経営で見ても我が国の

コメ生産費は米国の７倍以上となっている。勿論、これらの生産費格差は、地代や生産構

造の日米格差だけではなく農業生産資材の内外価格差を反映したものとなっている（表

1-10）。もちろん地代水準が高いのは農地の賦存量格差だけではなく、コメの国境保護政策

に起因することは明らかである。いずれにせよ、農産物価格は割高である。 

表 1-11 によると、生鮮農産物の流通経費は 1995 年では生産物価格の４割を占める。流

通経費は出荷経費、卸売マージン（卸売手数料、仲卸マージン）、小売マージンから構成さ

れる。出荷経費は、農家で生産されたものが卸売市場に出荷されるまでに要する費用であ

り、主な費用は、・農家から農協などの出荷団体の集出荷場まで集めるための費用（選別・

包装・荷造費など）、・集出荷場から卸売市場に出荷されるまでに要する費用（出荷団体手

数料、運送費）、・卸売市場での卸売手数料、から構成される。表 1-12 は、青果物の出荷

経費をまとめたものであるが、集出荷経費の割合が２～４割と大きなウエイトを占めてい

ることがわかる。出荷経費で注目しておきたいのが、選別・荷造労働費の割合である。こ

れは、出荷する農産物をサイズや質に関する規格ごとに選別し箱詰めするために投入した

労働に対する報酬であるが、賃金率が割高であることに加え規格が不必要に細分化されて

いるために費やさざるを得ないコストであり、規格が大幅に簡素化されたら節約可能なも

のである。 

表 1-13 は、流通経路を遡及し青果物の流通段階別価格の動きを追跡したものである。

東京都区部という限られた地域のなかで少数のサンプル調査に基づくものではあるが、あ

る程度の状況把握は可能であろう。品目ごとの流通段階別価格の下の括弧内の数値は、小

売価格に占める段階別マージンの比率である。品目ごとに仲卸マージン、小売マージン率

の変動は大きいが、小売マージンがほぼ３割、仲卸マージンが約１割を占めている。青果

物の場合、卸売価格は基本的にセリで決まるので透明度の高い公正な価格となっているが、

仲卸業者に対する明確な手数料規定が存在しない点には注意する必要がある。 
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卸売価格の下のマージンは表 1-12 で述べた出荷経費7であるが、ほとんどの品目で農家

の手取り（生産費）よりも流通経費の方が大きくなっている。出荷経費が高いため農家手

取りがマイナスになり赤字が発生する場合もある。流通経費のウエイトが大きい要因とし

て流通段階の多段階性8と流通業者の零細性があげられる。しかも、流通業者の規模が零細

であるために発生する非効率性により流通経費が嵩み、最終的に消費者が支払う価格を引

き上げることになるのだ。 

もちろん、流通部門のパフォーマンスは価格面だけから評価することは適切ではなく、

流通部門で付加されるサービスなど非価格的側面も斟酌する必要があるため、高マージン

率が直ちに小売部門の低生産性を意味するわけではないが、大店法により潜在的な競争相

手の参入が阻止され、非効率的な小規模小売店が公的規制によって温存されてきた結果と

して高小売マージンとなっている可能性は高いと考えることができる。 

ここでは、流通部門の「高付加価値化」の状況につき検討しよう。表 1-14 は、いくつ

かの食材について購入形態をアンケートにより調査した結果をまとめたものである。いず

れの品目も「ばら買い・量り売り」形態で購入した消費者の割合よりも「パック・袋詰」

形態で購入した消費者の割合が非常に高い。問題は、パック・袋詰めで購入した理由であ

る。価格が安いなどの経済的理由で選択した割合が高いものもあるが、その殆どは店頭に

その売り方しかないという消極的理由でパック詰の方を選んでいるのだ。本当は必要量を

自由に選択できるばら買い・量り売り形態の方を望んでいるにもかかわらず選択の幅がな

いためにである。小売部門における非効率性のひとつとしてカウントされよう。 

 

（３）加工食品 

先にも確認したように、加工食品は原材料費の割合が高いのが特徴である。1995 年のデ

ータをみると、加工食品全体で原材料投入割合は 75％だが、その内訳は農水産物 19％、農

水産物以外の資材 11.5％、残りの 44.5％が流通経費となっている（表 1-11）。 

乳製品、オレンジジュース、砂糖、デンプンなどを原材料として投入する加工食品につ

いては、輸入数量制限などの公的規制の影響から割高な原材料を利用しているケースも見

られるが、一般的には労働費や光熱水道費などの製造コスト、販売管理費などに格差が見

られる。原材料費の小売価格に占める構成比率は小さいものの、原材料を輸入して製品化

する場合も多く、原材料の生産に比較優位をもつ諸外国に比べて割高となる場合も多い。 

加工食品の流通は、メーカーから一次問屋、二次問屋を経由して小分けされて販売され
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ることが多く、流通の多段階制がみられる。加工食品の流通では、建値制を背景にリベー

トが多用されており、弾力的な価格形成の促進と、種類・方法いかんによっては価格競争

を阻害する側面がある。また、多数の小売店舗が存在することも流通の効率性を低下させ

る要因となっている。食品メーカーの系列別配送の物流効率を低下させるからである。 

①日米食品メーカーの業績格差 

 1995／96年の日米食品企業上位30社の平均利益率は米国企業が 7.13％であるのに対し、

国内企業は 3.5％と約半分であり、絶対額では米国企業 30 社で 3 兆 5,000 億円(295億ド

ル、120円/ドル換算)に対し、わが国の企業上位 30社は 3,585億円と僅か１割にすぎない

9。また、売上高で見ると、米国企業の合計が 49 兆 6,000 億円（4,160 億ドル）に対し、

日本企業は 10兆 3,000億円と約 1／5を占めるにすぎない。また、効率的な経営が行われ

ているかどうかを確認するために、従業員１人当たりの生産額を比較すると米国 23 万

8,000ドルに対し、日本は 15万 8,800ドルで 67％の水準でしかない。OECD諸国の中で

の１人当たり生産額についても決して高いわけではない。なぜ、日米の食品メーカーの間

で業績格差が生ずるのだろうか。理由は二つ考えられる。第一は各国の食品メーカーが対

象とする市場規模の格差であり、第二はメーカーの経営戦略である。 

 

②米食品メーカーの対象とする市場規模の違い 

 大部分の国内食品メーカーの事業展開は国内市場に限定されてきた。また、清酒・みそ・

醤油などに代表される伝統的食品を製造する地域食品メーカーの事業展開は、地域市場に

限定されている。もちろん伝統的食品にもナショナルブランドはあり、全国規模での事業

展開を行うメーカーもある。このため、市場変化の影響をもろに受け、リスク回避の手段

を持ち得ない。市場が成熟化すると企業の成長が止まり、業績が悪化する所以である。一

部のメーカーを除くと殆どのメーカーの業績は国内市場からもたらされたものである。こ

れに対し、米国企業は、国内市場も海外市場も同一視しており事業展開は複数国に及んで

いるケースが多く、市場の変化によるリスク分散を図っている。殆どの先進国への参入を

果たした企業の関心は新興市場への参入であり、事業拡大に必要な海外進出は積極的に展

開している。従って、自国以外の国で事業経験が無いかまたは少ない国内メーカーの場合、

海外で事業展開を行うためのノウハウの蓄積が進まなかったのは当然である。 

日本の食品メーカーが本格的に海外での事業展開に乗り出したのは 1980 年代後半の円

高期以降である10。それ以前には海外直接投資が低調であった。その理由は、海外直接投
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資の自由化などの制度的な問題を別とすれば、第一に、食品メーカーの場合一部の企業を

除けばその殆どが規模の小さい中小企業であり、その関心は膨大な国内市場の確保に向け

られていたためである。限られた国内市場のために当初から積極的に海外への事業展開に

乗り出さざるを得なかったスイスのネスレ社とは好対照である。第二に、上でも述べたよ

うに経営資源が蓄積されていなかったためである。第三に、日本の食料需給構造が今日と

は異なり、食品産業の位置付けも大きくはなかったことが挙げられる。供給形態が、農産

物、水産物などの生鮮品が中心であったことからもわかる。このような環境の下では、一

部の企業を除けば、食品産業が使用する原料農水産物は主として国内産に大きく依存して

いたため、敢えて直接投資をしてまで海外で事業展開する必要性は感じていなかったので

はなかろうか。 

 

③日米食品メーカーの経営戦略 

 わが国の食品メーカーの成長は高度経済成長による食品需要の増大によって支えられ

てきたといっても過言ではない。特に高度成長期以降に顕著になってきた食生活の洋風化

は、食肉加工や乳製品に代表される洋風型食品を扱った企業を大きく成長させてきた。こ

れらの産業は産業保護の下で多くの規制と保護によって多国籍食品企業との対等な競争か

ら守られ、国内企業間の緩やかな競争によって成長が維持されてきたという経緯がある11。

食品市場の成熟化と少子・高齢化という人口構成の変化や健康志向という消費者のニーズ

の変化によって以前のように需要の拡大が期待できなくなったことから、国内企業同士の

競争も激しさを増してきており、競争構造は「共存共栄」型から「競争型」へと変化して

きてはいる。とはいえ、緩やかな競争による成長経験しか持たない我が国の食品メーカー

にとって、最も苦手とするのが競争戦略ではなかろうか。例えば、事業ミックスは総花的

であり、強い事業もあれば弱い事業もある。将来性はあるが現段階では「弱い事業」であ

るというのであれば問題はないのだが、弱い事業が黒字事業に育成できるかどかという視

点がない場合も多いという指摘もある。経営資源の配分という観点から見ても総花的であ

る。また、製品開発では全てを自社で開発して成長を志向するという方式をとる場合が多

いが、時間がかかる上事業領域の拡大とともに限界も生ずる。さらには、日本人は事業に

感情移入する度合いが強く、事業の売却という発想には至り難いように思われる。 

一方、企業ランキングがめまぐるしく変わったり、ランキング表から企業名が消滅した

りするのが常である欧米の食品業界では、資本力の優劣によって競争力の優劣が決まるよ
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うな熾烈な競争を日常的に世界市場で経験してきた食品メーカーが多く、国内市場あるい

は地域市場という限定された市場の中で緩やかな競争しか経験してこなかった日本企業の

市場競争力の脆弱さは否定すべくもない。 

米国の食品メーカーは、事業の売却・買収などにより短期間のうちに事業構造を転換さ

せ、低収益事業から高収益事業への構造転換を行い、収益力を高める。つまり、周到な経

営戦略によって、成長戦略に適合する事業に焦点を合わせてコア・ビジネスとして強化す

ることで高い成長と収益を実現する一方で、非戦略事業を売却することで企業の負担を軽

減し、売却益でコア・ビジネスを強化し、経営資源の効率的利用を促進している。経営資

源を集中することにより、あらゆる事業を抱え込む総合食品企業型から専門企業型へ構造

転換を促し、業界の上位集中度を高める。なお、米国企業の経営視野はグローバル市場を

把えており、M＆Aや構造転換は世界市場を舞台に行われるためその効果も大きい。また、

米国メーカーのリストラは大胆であり人員削減も思い切っている。日本の食品企業のリス

トラによる人員削減は、新規採用減と定年待ちが中心であり、短期間に大幅な労務コスト

の削減は困難である 

 

④わが国の食品産業における効率性の阻害要因―乳業のケーススタディー―   

1997 年現在、わが国の乳業工場数は 813 であった。1965 年時点での工場数 2,358 と比

べると実に 65％もの減少に相当する。しかしながら、工場の減少数を時系列で見ると 1965

年から 1975 年にかけて半減したが、その後は漸減傾向というよりは殆どその数が減少して

いないのが現状である。 

酪農の先進地帯である北海道について、酪農経営１戸当たりの生乳生産量と乳製品工場

当たりの生乳処理量の推移を 1966 年=100 とする指標で比べてみると、酪農経営１戸当た

りの生乳生産の延びは著しく、1997 年には 2,100 を越える一方、乳製品工場あたりの生乳

処理量は約 370 とその伸びは鈍く乳製品工場の合理化は進んではいない。 

また、豪州、欧米諸国と比べてもわが国の乳業工場数は多く、工場当たりの平均生乳処

理量も非常に少ないため（表 1-15）、高い原料乳価とともに製造コストが割高となり（表

1-16）、大きな内外価格差を生む要因となっている（表 1-17）。1997 年における乳業の利益

率は 1.6％（食品製造業は 2.3％）であり、その水準は低い。 

乳業工場数のなかで、その大部分を占めるのが飲用牛乳の処理工場である（平成９年時

点で 718）。しかも、１日当たりの処理量が２トン以下の零細規模の工場が約半数を占める。
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非効率的な零細工場が存立し得る要因のひとつに、学校給食向け牛乳に対する補助事業が

あるからである。学校給食向け生乳処理量は飲用向け処理量の約９％を占めており、学校

給食用牛乳市場は大きな市場といえる。事業者別の供給割合は中小乳業が 57％、大手乳業

が 28％、農協系が 15％となっており、中小の乳業メーカーにとって重要な市場でもある。

また、牛乳供給量に占める学校給食用牛乳の割合が 50％を越える中小工場は約 18％も存在

している12。 

 学校給食向け牛乳に対する国の補助は、平均すると 200cc 当たり２円強13であり補助額

はごく僅かではあるが、供給事業者が固定化されていて競争原理が機能せず、地元の中小

乳業メーカーが温存されてきた14といえる。中小メーカーの供給価格15（1997 年の 200cc

当たり平均供給価格は 37.11 円）は、効率的な大規模工場で処理を行う大手乳業メーカー

が供給する一般の市乳価格に比べ割高となっている。また、中小乳業を中心に学校給食牛

乳への依存度が高いため乳業メーカーの効率化を進めづらいという状況にあり、学給牛乳

に対する補助が乳業メーカーの非効率的生産の要因となっていた。  

2000 年には学校給食への一律助成方式が廃止されて、供給業者による入札方式へと制度

が変更され、競争の促進と透明な価格決定方式が導入された。３年間の猶予期間が設けら

れてはいるが、ＨＡＣＣＰ16承認工場が入札業者の条件とすることで衛生管理面での条件

は強化された。入札が不可能な場合には助成金額を半額に減額するというペナルティーが

課されており、競争の働く環境が醸成されつつある。また、学校への冷蔵庫設置に補助す

ることで、毎日輸送しなくても済む方式に切り替え、輸送コストの低減を図っている。 

新しい制度では、酪農家、中小乳業メーカーにとっては厳しい内容ではあるが、乳業部

門が効率化することは間違いない。しかし、安全性が重視される学校給食向け牛乳につい

ては、今後非遺伝子組み換え飼料を使用した牛乳へのニーズが高まるであろうが、非遺伝

子組み換え飼料を投入する場合には飼料コストが 10～15％上昇するという。入札制度の下

では一層の生産コストの削減が要求されるため、「新たな問題」が生じないよう生産過程全

体の把握に努める必要がある。 

 

おわりに：内外価格差縮小のために 

これまで、食品における内外価格差とその要因について見てきたが、内外価格差を解消

するためには何をすべきかについて述べて本章の結びとしたい。 

まず第一は、生鮮食料品の価格であり、また加工食品の原材料価格でもある農産物の国
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境措置をさらに削減することである。周知の通り、ウルグアイ・ラウンドにおいてすべて

の国境措置が関税相当量に置き換えられ、それを段階的に削減すること合意されたが、現

在のところ関税率の水準は高く品目によっては禁止的な水準に留まったままである。この

水準を削減することにより、より安価な農産物の輸入が可能となり、国内食品価格を引き

下げる要因となる。 

第二は、流通経費を節減することである。そのための方策には、いくつかのポイントが

あった。ひとつは青果物を出荷する際の選別労働の節約であり、農産物の出荷規格を簡素

化することによって達成可能である。また、小売マージンについては、余計なパック・袋

詰などは必要最小限とし、消費者に購入形態のオプションを供給することである。これに

よって、消費者の選択の幅が広がり、消費のメリットが享受可能となる。選択肢を供給し

なければ小売業者の「追求品質」と消費者の「要求品質」に乖離が生ずることになり、無

駄が発生する。もちろん小売店舗間の競争を促進し、効率化を図ることは言うまでもない。 

青果物の場合、生産者から消費者に至るまでその経路は多段階であり、そこから不必要

な流通マージンも発生する。従って、ＩＴの積極的利用などによって、卸売市場制度を含

む物流制度を効率化することによって多段階性が解消することは十分に考えられる。  

第三は、流通業者の厳しい日付管理を見直すこと。これによって流通段階での無駄を排

除できる。食品加工メーカーや流通業者に対するアンケート調査結果によると、消費者の

高品質・高鮮度志向が需要サイドから内外価格差を発生させる要因であるとの認識が強い。

実際、牛乳や豆腐などの日配品に対する消費者の鮮度志向は小売店での消費者の購入行動

をみると明らかであろう。購買の対象とする商品が消費期限内であるにもかかわらずより

消費期限の長い商品を選んでいることが多い。少頻度・大量購入であるなら合理的でもあ

ろうが、多頻度少量購入を常とする日本の消費者にとってはあまり意味ある行為とは思わ

れない。しかしながら、この鮮度志向によって、商品配送は多頻度小口配送が一般的とな

り、物流経費をアップさせてしまうのである。半ば鮮度信仰とも言える高鮮度指向を改め、

より合理的な消費活動に近づけるためには消費者に対する啓蒙活動を行う必要がある。 

 第四は、農地制度の見直しと経営規模の拡大、さらに省力化技術の導入を挙げておく。

スケールメリットの追求、生産コストの削減によって、生産効率は向上し、川下にある食

品産業へもそのメリットが波及するからである。ただ、施設型農業はともかく土地利用型

農業に比較優位があるとは思えないが、より効率的な生産を行おうという努力は怠っては

ならない。 
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 第五は、食品部門の内部でのみ対策を講ずることはできないが、非食品産業の非効率部

門の労働生産性を引き上げることによって、賃金率を引き下げることができれば食品産業

の内外価格差はある程度解消する。 

 最後になるが、規制緩和・撤廃による効率化も重要ではあるが、食品の場合には我々の

生命を維持するという重要な機能を果たす財であるので、「食」の安全性基準や衛生基準に

ついても同時に考えを巡らさなければならない点に留意が必要である。 

 

                                                   

（注） 

1 長期的に見ると生鮮食料品の割合の低下と加工食品や外食に対する支出割合が増加してきている。これ

は、所得水準の上昇や女性の社会進出とともに変化した食生活を反映したものである。 
2 豚肉の場合、差額関税制度が適用されているが、これが果たして「関税化」かどうかは疑わしい。 

3 農業部門のインプリシット・タリフの推計は、ＯＥＣＤが公表しているＰＳＥ（Producer Support 

Estimate）表の品目別の市場価格支持額を各品目の生産シェアでウエイト付けすることにより求めた。 

4 たとえば、デンプンや、原料用プロセスチーズのローカルコンテント規制、バター、脱脂粉乳などの指
定乳製品の価格安定制度、原料乳の不足払い制度など。これらは、みな原料である馬鈴薯や生乳生産
の保護が目的であった。 

5 中小企業の保護政策の問題点としては、例えば、八田・八代編『「弱者」保護政策の経済分析』日本経
済新聞社等を参照されたい。 

6 「農水省調」と「経企庁調」など。 
7 卸売手数料は出荷団体の委託販売金額の一定割合（野菜 8.5％、果実 7％、水産物 5.5％、食肉 3.5％）
と規定されている。委託販売金額はセリの結果定まるものであり、透明度が高い。 

8 青果物は消費者の手に渡るまで、出荷団体、卸売業者、仲卸業者、小売業者を経由する。 
9 米国企業は「1997 年 Food Institute Report」による。日本企業は「有価証券報告書」による。 
10 わが国の食品メーカーが海外進出する理由の第一は「原材料の確保」と「現地資源」である。これら
を海外進出の理由としてあげる企業比率は 29％もあり、製造業平均の 5～6％を大きく上回る（原材料・
資源立地の傾向）。第二に、「現地販路拡大」のウエイトが比較的低く、「日本への逆輸入」比率が製造
業平均の 11％を大きく上回っている。但し、食品製造業の投資地域別の動向を見ると、投資目的は必
ずしも一様ではない。例えば、北米や欧州では「現地販路の拡大」が相対的に重視される一方、アジ
アとりわけＡＳＥＡＮ地域では「現地労働力」を確保した上で「日本への逆輸入」及び「第三国への
販路拡大」のウエイトが高い。オセアニア進出企業は「現地資源」を活用しながら「日本への逆輸入」
に重点を置いている。また、直接投資形態ではなく、生産委託による開発輸入が多いのも食品産業の
国際活動の特徴のひとつとなっている。 

11 食肉加工業の場合、大手メーカーは需要規模の拡大分についてはこれをすべて獲得はするが、中小企
業を淘汰するという戦略は採用しなかった。 

12 中小乳業の撤退を妨げるような業界独自の慣行はないようである。 
13 補助は１本当たりの単価に基づき、全国の学校一律に行っていた。 
14 地元の乳業メーカーだけではなく、酪農家もその恩恵を受けている。その理由のひとつは、学校給食
向け牛乳はその需要が安定している点であり、もうひとつは、生乳出荷の場合その輸送費は生産者負
担であり、出荷先が近ければ近いほど輸送費が節減できるからである。なお、生産の効率化という観
点から見るとき、学校給食への補助が地域の酪農振興という側面を持つ点には注意を要する。 

15 都道府県が算定した乳価に、業者が算出した殺菌などの処理費を積み上げるという価格決定制度であ
った。 
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16 ＨＡＣＣＰは「危害分析・重要点管理」などと訳され、食品工業の製造過程に関する衛生管理マニュ
アルである。学校給食向け牛乳の供給比率の高い中小メーカーでは、ＨＡＣＣＰなどの承認状況も全
体の３割程度であり、安全・衛生対策面で立ち後れている。ＨＡＣＣＰの承認を受けるには、設備面、
人員面での厳しい条件をクリアーすることが必要であり、莫大な経費、労力が必要となる。 
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図１－１ 最終消費からみた食品関連産業のフロー（1995 年） 

 
（注）1.飲食料の最終消費額 80兆 3,859 億円に至る流れを表している。 

2.    内は、付随する流通経費（商業経費と運賃）である。 

3.農水産業には特用林産物（きのこ類等）を含む。 

4.精穀（精米、精麦等）、と畜（各種肉類）、冷凍魚介類は食品工業から除外し、農水産業に含めて

いる。 

5.飲食費には、旅館・ホテル等で消費された食料費部分は含まれていない。 

（出所）総務庁他 10省庁「産業連関表」から農林水産省で試算。 

 

表１－２ 食品製造業の生産性の日米比較 
単位：10 万ドル,千人 

  日本 （PPP） 米国 米国に対する比率 （PPP） 

生 産 額 3,343,741 2,096,749 4,083,313 0.82  0.51  

付 加 価 値 1,065,720 668,277 1,340,028 0.80  0.50  

付加価値率（％） 32 32 33 0.97  0.97  

就業者数 1,704.1 1,704 1,525.9 1.12  1.12  

１人あたりの生産額 196.2 196 267.6 0.73  0.73  

一人当たりの付加価値 62.5 39.2 87.8 0.71  0.45  

(注)94.06 円/US$（IMF の 1995 年対ドル平均為替レート）及び、購買力平価（PPP）は 150 円/US$（経企

庁調べ）で評価。 

(出所)『1995 年日米産業連関表（確報）』通商産業省、『平成 7 年産業連関表（雇用表）』総務庁、及び"Annual 

Survey of Manufacture"より作成。 
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図１－３ 業種別広告宣伝費（1996 年） 

（出所）電通「日本の広告費」 
 

 

図１－４ 従業員規模別事業所・出荷構成比（1995 年） 

 

（出所）通産省「工業統計表」 
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表１－５ 食品工業の市場構造による業種分類（1995 年、除くレトルト食品） 

  

 
(出所)日刊経済通信社｢酒類食品産業の生産販売シェア｣ 
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表１－６ 有効保護率の水準 

単位：％
名目関税率 有効保護率

(1) (2)
耕種農業 5.0 5.3 273.4

(194)
非耕種農業 8.1 3.8 294.0

(138)
林業 3.0 3.6 3.0
漁業 8.2 9.2 9.2
鉱業 15.1 27.7 27.7
食料品 14.9 5 0 . 9 -34.0
繊維製品 12.6 22.0 17.7
パルプ・紙・木製品 5.0 8.1 7.9
化学製品 4.5 7.6 6.5
石油・石炭製品 7.0 3.1 3.1
窯業・土石製品 3.9 4.1 4.0
鉄鋼 4.3 6.1 6.1
非鉄金属 3.6 3.5 3.5
金属製品 3.7 4.9 4.9
一般機械 3.0 3.8 3.8
電気機器 3.0 4.2 4.2
輸送機械 3.0 3.6 3.6
精密機械 3.0 4.1 4.1
その他製造業 6.5 10.4 7.4

 

（出所）『平成 7 年産業連関表』（総務庁）より推計。 

（注）表中の（ ）内の数値は、インプリシットな｢関税率｣。 

 

図１－７ 海外主要都市における食料品価格の比較（東京=100） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（注）1.調査対象品目は 29 品目であり、食料品全体の価格水準は、東京の消費者物価指数のウェイトを

用いて加重平均している。 

2.東京における食生活を海外主要都市で行うと仮定した場合の価格水準については、調査対象に

「日本食品」（13 品目）を加えて東京の消費者物価指数のウェイトで加重平均し、さらに消費者

物価指数の食品分類ごとのウェイトで補正したものである。 

3.調査時期は、各年 11月である。 

（出所）農林水産省「東京及び海外主要 5都市における食料品の小売価格調査」 
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表１－８－１ 食品産業界からみた食料品の内外価格差の発生要因（複数回答） 
 

発生要因 回答率（％）

基礎的条件の差異 88.4

製造・卸売・小売を通じる流通システムの効率性の差異 53.5

製造段階に起因するメーカー出荷価格の差異 52.0

流通段階に起因する流通経費の差異 49.0

法的規制の有無 48.0

消費者の嗜好・購買行動など需要特性の差異 47.5

製造・卸売・小売を通じる取引慣行の差異 38.4

小売り段階に起因する小売り経費の差異 23.2

その他 3.5

（注）1.アンケート調査は 1996 年実施。調査対象は食品製造業、加工食品卸売業、小売業である。 

2.日本と米国との比較を想定し、日本の小売価格が何故高いか、その要因は何かという質問に対す

る回答である。 

（出所）『農業白書付属統計表』（1997 年度） 

 
 
 
 

表１－８－２ 内外価格差の発生要因となる消費者の需要特性（複数回答） 
 

発生要因 回答率（％）

高品質・美味・高鮮度志向 76.6

パッケージの美観や高級感を重視する志向 59.6

少量・多種類の消費特性 45.7

新製品や珍しいものへの移り気 44.7

トップブランドへの志向 21.3

最寄り店での多頻度・少量の購買行動 12.8

（注）表 3-8-1 で「消費者の嗜好・購買行動などの需要特性」と回答した対象に対し、その要因を尋ねた 

   ものである。 

（出所）表 3-8-1 の続き。 
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表１－９ コメ生産費の日米比較（1996 年産） 

 

 
（注）1.IMF の年平均値（108.78 円／ドル）で換算した。 

2.米国の 1 戸当たり作付面積は、調査地域含んでいるアーカンソー、カリフォルニア、ルイジアナ、

ミシシッピー、テキサスの 5 州の 1992 年農業センサスの数値である。 

3.米国の生産費は数年に 1 回（最新は 1992 年）の実査を基に、生産状況や農村物価などの統計デ

ータを考慮して推計した「推計値」である。 

（出所）農林水産省｢農業経営統計調査（米生産費統計）｣、USA「Economic Indicators of the Farm 

Sector(Cost of Production)1996」 
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表１－10 農業生産資材の小売価格の日米比較 
 

 

 
 
（注）1.農地価格、高速道路利用料金は 95 年、賃金、電気料金、ガソリン価格、商業地価は 96 年、肥料、

農薬、トラクター、配合飼料は97 年、農用地面積、農家 1 戸当たりの農用地面積は 98 年の数値

である。 

2.肥料の小売価格の比較については、流通形態の違い（米国は大ロット・ばら流通：日本は 20 ㎏

樹脂袋・小ロット流通）による包装荷造経費（約 5,000 円/トン）及び硫安については、品質格

差（米国は粒粉混合品：日本は粒状品）による価格差（粒状品は 20％程度割高）を勘案した試

算値である。 

3.トラクターは、排気量 1,400cc 前後、出力等 20～25 馬力、4 輪駆動である。 

4.日本で市販されているトラクターは、油圧及び防水機構の性能が優れていること、変速段階が多

いこと等の相違がある。 

5.配合飼料については成鶏用の農家購入価格である。また、配合飼料の原価の 7 割以上を原料費が

占めており、そのほとんどを輸入に依存している。 

6.電気は産業向け販売価格、ガソリンはスタンド等における平均小売価格である。 

7.商業地価は高度商業地域の地価であり、日本は東京、米国はニューヨークである。 
（出所）農林水産省「農業構造動態調査」、｢耕地及び作付面積調査｣、全国農業会議所「田畑売買価格等

に関する調査結果」、労働省「1996 年海外労働情勢」、（社）日本不動産鑑定協会「第 2 回世界地

価等調査について」、OECD/IEA「Energy Price and Taxes」(97 Second Quarter)、USDA「Farms and 

Land in Farm」、農林水産省調べ 
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表１－11 支出形態別の経費内訳 

 
単位：％

1990 1995
生鮮食品 生鮮農水産物 65.9 59.6

流通経費 34.1 40.4
計 100.0 100.0

加工食品 原料食料 25.0 18.9
原料以外の資材 12.8 11.4
付加価値 27.0 25.2
関連流通業 35.2 44.5
計 100.0 100.0

外食 原料食料 27.1 25.7
原料以外の資材 14.5 15.1
付加価値 49.7 47.2
関連流通業 8.6 12.0
計 100.0 100.0

 
（出所）総務庁「産業連関表」から農水省で試算。 

 

 
 

表１－12 青果物（野菜・果実）の出荷経費 

 
（注）1.主産地府県の代表的集出荷団体について事例的に調査したものである。 

2.販売収入の「その他」は、集出荷団体が荷受会社から受け取った荷主交付金や出荷奨励金、その

他出荷に関連した入金及び価格補填を計上したものである。 

3.集出荷経費とは、生産物が収納されてから、出荷、選別、荷造り等を行い、市場に運搬されるま

でに要した材料費などの合計である。 

4.販売経費の「販売手数料」には、卸売代金送金料を含む。 

（出所）農林水産省「平成 9年産青果物集出荷経費調査報告」より作成した。 
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表１－13 青果物（野菜・果物）の流通段階別価格及び流通価格費(東京都区部) 

 

 
（注）1.この調査結果は､東京都区部の小売店舗で販売されたものについて、流通経路を遡及して流通段

階別価格を事例的に調査したものである。 

なお、小売価格は「販売定価」であり、処分売り、鮮度管理廃棄等を勘案した販売実績ではない。 

2.流通経路は「生産者→集出荷団体→卸売市場の卸売業者→仲卸売業者→小売店舗である。 

3.全価格比は小売価格／生産者受取価格、消費地価格比は小売価格／卸売価格である。 

4.生産者受取価格欄の（ ）内の数値は、小売価格に占める生産者受取価格の割合である。 

 卸売価格、仲卸価格、小売価格欄の（ ）内の数値は、それぞれの段階で発生するマージン比率

である。 

（出所）農林水産省「青果物価格追跡レポート」による。 
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表１－14 食材の購入状況 
 

 

（出所）農林水産省統計情報部「食材に関する購入状況について」（1998 年 11 月） 

 
 
 
 
 
 
 

表１－15 乳業工場における平均生乳処理量の国際比較 
 

 

（出所）農林水産省資料 

 

乳業工場数 平均生乳処理量

1985 1994 94/85(%) 1994年（千トン）

日本 985 847 86 10

米国 5,301 1,495 28 43

豪州 143 100 70 87

ニュージーランド 90 38 42 227

フランス 1,322 875 66 27

オランダ 38 19 50 552

デンマーク 90 42 47 105
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表１－16 乳製品（バター・脱粉）製造コスト 
 

（円/生乳1kg）

原料乳代 製造販売コスト 備考

日本 64 16 1995年

米国 23 3 1994年

EC 28 4 1994年

豪州 18 5 1994年

 

（注）為替レートは、123 円／ECU、103 円／US$、76 円／A$ 

（出所）農林水産省資料 

 
 
 
 
 

表１－17 バター・脱脂粉乳の内外価格差（1994 年） 
 

（単位：円/kg）

バター 脱脂粉乳

米国 152 (16) 247 (47)

フランス 383 (40) 258 (49)

ドイツ 395 (41) 251 (47)

豪州 197 (20) 194 (37)

日本 962 (100) 531 (100)

 
（注）（ ）内は、日本を 100 とした価格指数。 

（出所）農林水産省資料 
 


